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第５章 都市機能誘導区域の設定 

１ 都市機能誘導区域の設定方針 

（１）都市機能誘導区域の考え方 

一般的に都市機能誘導区域は、商業施設、子育て支援施設、医療施設など、生活サービス施

設の集積を誘導していく地域を位置づけ、施設利用者が行き来しやすい移動利便性が高い地域

に設定します。 

しかしながら、本市は居住誘導区域外にも多くの住民が居住している特性があります。都市

機能誘導区域は生活サービス施設を誘導する区域ではあるものの、すべての生活サービス施設

を区域内に誘導した場合、居住誘導区域外に居住する住民の日常生活に支障が生じることも予

想されます。そのような地域特性を踏まえ、誘導する施設の内容についても考慮し、都市機能

誘導区域を設定します。 

 

【参考：都市機能誘導区域の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：改正都市再生特別措置法等について（国土交通省）（Ｈ27）

・都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能

が充実している区域。 

・周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等、都市の拠点となる

べき区域。 

・都市機能が充実している範囲で、か

つ、徒歩や自転車等によりそれらの

間が容易に移動できる範囲で定める

ことが考えられる。 

①都市機能誘導区域を定めることが考えられる区域 

②区域の範囲 

③区域の数 

・地域の実情や市街地形成の成り立ち

に応じて必要な数を定める。 

・ 医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約する

ことにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域。 
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（２）都市機能を誘導する区域に関する方針 

都市機能誘導区域は、設定した区域内に生活利便施設を誘導することで、区域周辺の居住者

にとって行き易く魅力的な区域となることが重要となります。そのためにも、都市機能誘導区

域は、利便性が高い鉄道駅やバス停といった交通の拠点を有していることが前提となります。 

また、第３章で設定したまちづくりの方針において「若い世代に魅力的なまちなかづくり」

を位置づけており、具現化するために効率的な都市機能の誘導が可能となる区域の設定が必要

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における都市機能誘導区域の設定方針としては、江南市都市計画マスタープランに位置

づけた、都市機能の集積・維持を図る鉄道駅を中心とした中心拠点及び日常生活において中心

的な施設を有する地域拠点の地区を都市機能誘導区域として検討する対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能の誘導に関するまちづくりの方針 

まちづくりの方針を踏まえ、都市機能誘導区域の設定を検討する拠点 

中心拠点 
・江南駅周辺 

・布袋駅周辺 

地域拠点 
・江南厚生病院～江南市スポーツセンター周辺 

・曼陀羅寺公園～江南団地周辺 
 

○魅力的なまちなかづくりに向けた都市機能の維持・誘導          

移動利便性の高い駅周辺の地域において、駅利用者や周辺居住者に対し利便

性の高いまちなかを提供できる都市機能の維持・誘導を図ります。      

特に、本市は駅周辺に多くの教育施設が立地する特性を有することから、学

習の場の提供や、商業的機能を持ちあわせた施設の立地など、学生や子育て世

代が魅力的と感じる多様な都市機能の維持・誘導を図ります。 

若い世代に魅力的なまちなかづくり 
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２ 都市機能誘導区域の設定 

（１）都市機能誘導区域設定の基本的な条件 

前述の方針を踏まえ、都市機能誘導区域は、移動利便性が確保された鉄道駅やバス停周辺を

中心とした地域において検討を行います。また、具体的な区域境界の検討においては、現在ま

での都市基盤に関する既往事業の状況などを勘案したうえで、災害リスクを有する区域との整

合を図りながら設定する必要があります。 

以上の区域設定の考え方を踏まえ、都市機能誘導区域の設定に向けた基本的な条件を以下に

整理します。 

 

 

 

  

  

区域設定の基本的な条件 

 ➣第６次江南市総合計画、江南市都市計画マスタープランなどの上位・関連計画との整合 

 ➣鉄道駅 800m 圏、バス停 300m 圏を基本とする徒歩圏や、自転車圏に配慮 

 ➣既往事業区域及び都市計画の指定状況や地域コミュニティの境界線に配慮 
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（２）都市機能誘導区域の設定 

都市機能誘導区域の具体的な区域は、以下のステップで検討します。 

特にステップ１の拠点の位置づけについては、各候補地区の地区特性を踏まえ区域を設定し

ます。また、具体的な区域境界線の検討については、本市が有する歴史的な市街地形成にも配

慮して検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ１ 拠点の位置づけ  

 

ステップ２ 徒歩圏域等の検証  

・交通結節点※ ・拠点施設の徒歩圏域・自転車圏域（連続性に配慮） 

・拠点施設周辺の都市施設などへの回遊ルートの配慮

ステップ３ 境界の具現化  

・既往事業区域に配慮 ・都市計画（用途地域など）の指定状況や地形・地物の境界線や地域

コミュニティの境界線に配慮 

都市機能誘導区域の設定 

ステップ１～３の検討結果を総合的に精査し、都市機能誘導区域を設定 

 江南市都市計画マスタープラン

では、都市機能の集積・維持を図る

鉄道駅を中心として、「江南駅周辺」

と「布袋駅周辺」を中心拠点として

位置づけています。また、病院やス

ーパーといった生活に密着した機

能を有している「江南厚生病院～江

南市スポーツセンター周辺」と「曼

陀羅寺公園～江南団地周辺」を地域

拠点として位置づけています。 

 都市機能の集積をめざす都市機

能誘導区域は、鉄道や路線バスなど

の公共交通によって区域への移動

利便性が確保された地域であるこ

とが望ましい中、「中心拠点」であ

る江南駅周辺と布袋駅周辺は、鉄道

駅とバス停を有している一方で、

「地域拠点」の２箇所はバス停のみ

設置されている状況です。 

そのため、都市機能誘導区域を検討する拠点は、中心拠点である江南駅周辺と布袋駅周辺

の２拠点を位置づけます。 

■江南駅周辺 ■布袋駅周辺 

地域拠点

中心拠点
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前述した都市機能誘導区域の設定方針に基づき設定した、２地区の都市機能誘導区域を以下に示します。 

 

１）江南駅周辺地区 

■江南駅周辺地区の都市機能誘導区域 
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Ｃ 
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Ｂ

Ｅ

Ｆ
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Ｈ

Ｉ
Ｊ

 

Ａ～Ｂ 用途地域界 

Ｂ～Ｃ 道路中心線 

Ｃ～Ｄ 用途地域界 

Ｄ～Ｅ 用途地域界の延長線 

Ｅ～Ｆ 用途地域界 

Ｆ～Ｇ 道路中心線 

Ｇ～Ｈ 用途地域界 

Ｈ～Ｉ 道路中心線 

Ｉ～Ｊ 用途地域界 

Ｊ～Ａ 道路中心線 

凡例 

行政区域  商業施設 

市街化区域  福祉施設 

都市機能誘導区域  行政サービス施設 

土地区画整理事業  文教施設 

地区計画区域  金融施設 

鉄道  医療施設 

駅  子育て・保育施設 

国道  教育施設 

主要地方道   

一般県道   

駅 800m 圏域   

用途地域   

   

  

第一種住居地域   

第二種住居地域   

 準住居地域   

近隣商業地域   

商業地域   

工業地域   
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２）布袋駅周辺地区 

■布袋駅周辺地区の都市機能誘導区域 
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Ａ～Ｂ 道路中心線 

Ｂ～Ｃ 用途地域界 

Ｃ～Ｄ 地区計画区域界 

Ｄ～Ａ 用途地域界 

凡例 

行政区域  商業施設 

市街化区域  福祉施設 

都市機能誘導区域  行政サービス施設 

土地区画整理事業  文教施設 

地区計画区域  金融施設 

鉄道  医療施設 

駅  子育て・保育施設 

国道  教育施設 

主要地方道   

一般県道   

駅 800m 圏域   

用途地域   

   

  

第一種住居地域   

第二種住居地域   

 準住居地域   

近隣商業地域   

商業地域   

工業地域   
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３ 誘導施設の設定 

（１）誘導施設とは 

誘導施設とは、都市機能誘導区域に誘導すべき都市機能増進施設のことを言います。都市計

画運用指針では、誘導施設の基本的な考え方を以下のように示しています。 

  

 

誘導施設は都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき都市機能増進施設を設定する

ものであり、当該区域に必要な施設を設定することとなるが、具体の整備計画のある施

設を設定することも考えられる。この際、当該区域及び都市全体における現在の年齢別

の人口構成や将来の人口推計、施設の充足状況や配置を勘案し、必要な施設を定めるこ

とが望ましい。 

資料：都市計画運用指針（国土交通省）（Ｒ６.３）  

 

（２）都市機能に分類した既存施設の立地状況 

市全域には、都市機能誘導区域への誘導が望ましい都市機能として整理した施設が 259 施設、

市街化区域内には 125 施設、市街化調整区域内には 134 施設が分布しています。本市は市域全

体に住民が居住していることもあり、医療機能、子育て機能、福祉機能、教育機能については、

市街化区域よりも市街化調整区域に多くの施設が立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）都市機能の誘導方針 

  

○誘導施設の基本的な考え方  

■市街化区域・市街化調整区域における既存施設の立地状況（施設数） 

機 能 対象施設 
市街化区域 

市街化 
調整区域 

市全域 

R1 R6 R1 R6 R1 R6 

商業機能 スーパー、ドラッグストア 15 21 7 9 22 30 

医療機能 病院、診療所 （歯科を除く） 26 27 33 37 59 64 

子育て機能 

保育園、幼稚園（認定こども

園）、認可外保育施設 
8 9 19 20 27 29 

学童保育所、児童館（交通児童

遊園）、子育て支援センター 
7 9 9 10 16 19 

福祉機能 

（介護予防）訪問介護、（介護

予防）通所介護、（介護予防）

小規模多機能型居宅介護 

13 19 24 28 37 47 

行政機能 市役所、支所など 5 5 2 2 7 7 

教育機能 
小学校、中学校、高等学校、短

期大学 
7 7 13 12 20 19 

文教機能 
体育館、学習施設、文化会館、

図書館、公民館など 
4 6 8 6 12 12 

金融機能 金融機関、郵便局 22 22 10 10 32 32 

合計施設数 107 125 125 134 232 259 

（注）対象施設については、『立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）』を参考に選別しています。 
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（３）都市機能の誘導方針 

江南市都市計画マスタープランにおいて、『中心拠点』に位置づけられている江南駅周辺及び

布袋駅周辺は、日常生活に必要な都市機能の誘導や駅までの交通手段の維持・充実など、魅力

ある拠点の形成が求められています。 

また、第３章で設定したまちづくりの方針として、「若い世代に魅力的なまちなかづくり」を

掲げていることからも、都市機能誘導区域は戦略的な都市機能の誘導が必要となります。 

それらの考え方をもとに、市の中心拠点としての魅力を高めるため、市域全体を対象とした

高次の都市機能を集約する区域として設定した江南駅周辺及び布袋駅周辺地区の各都市機能誘

導区域において、実情に応じて求められる機能を勘案し、都市機能の誘導方針を以下のように

設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能の誘導方針 

江南駅は、市内及び周辺市町から名古屋方面への通勤・通学に利用する方が多く存在し、

また、駅周辺に複数の教育施設が立地していることから、駅を利用する学生が魅力的と感じ

る多様な都市機能の誘導に向け、商業機能の誘導をめざします。 

一方で、市内各所からの交通路線が集積する中心部に位置する拠点であり、多くの市民が

行き交う特性があることから、その他の都市機能の誘導も検討します。 

各種の都市機能の誘導の際には、高容積の施設を建設することができる用途地域の指定が

あることを活かして、機能の複合化を検討します。 

布袋駅周辺においては、鉄道高架事業が完了したほか、複合公共施設が立地したことを踏

まえ、活気と魅力を創出し、交通結節点の機能を活かした魅力的な土地利用の誘導を図るた

め、商業機能の誘導をめざします。 

また、学習・交流の場や子育て・福祉サービス等の提供を推進し、都市の活力を担う子育

て世代をはじめとした多様な世代の定住を促進するため、子育て機能、文教機能、福祉機

能の誘導をめざします。 

■都市機能誘導区域内における既存施設の立地状況（施設数） 

機 能 対象施設 

都市機能誘導区域内の施設数 

江南駅周辺 布袋駅周辺 

R1 R6 R1 R6 

商業機能 スーパー、ドラッグストア 1 3 1 3 

医療機能 病院、診療所 （歯科を除く） 8 8 3 3 

子育て機能 
保育園、幼稚園（認定こども園）、認可外保育施設 3 3 1 2 

学童保育所、児童館（交通児童遊園）、子育て支援センター 1 2 1 3 

福祉機能 
（介護予防）訪問介護、（介護予防）通所介護、（介護予防）

小規模多機能型居宅介護 
1 3 0 0 

行政機能 市役所、支所など 4 3 1 2 

教育機能 小学校、中学校、高等学校、短期大学 2 2 1 1 

文教機能 体育館、学習施設、文化会館、図書館、公民館など 1 1 1 3 

金融機能 金融機関、郵便局 10 10 1 1 

合計施設数 31 35 10 18 

（注）対象施設については、『立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）』を参考に選別しています。 
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（４）誘導施設の設定方針 

誘導施設に設定する施設については、市域全体の中で中心的な機能を有するものを基本とし

ながら、誘導区域外の既存施設の立地による生活利便性が低下することがないように考慮した

うえで、前項の都市機能の誘導方針とあわせて、誘導する機能と施設の設定方針を以下のとお

り整理します。 

機 能 誘導施設の設定の考え方 

商業機能 

・地域住民の為の日用品などを取り扱うスーパーやドラッグストア等は、多くの市

民が居住する地域にバランスよく立地している方が望ましいため、誘導施設とし

て設定しません。 

・一定の面積が確保され、利用者が滞留できる施設を誘導施設として設定します。

医療機能 
・病院や診療所などの施設については、多くの市民が居住する地域にバランスよく

立地している方が望ましいため、誘導施設として設定しません。 

子育て機能 

・保育園や学童保育所などの施設については、多くの市民が居住する地域にバラン

スよく立地している方が望ましいため、誘導施設として設定しません。 

・市域全体を対象とした、母子保健をはじめ、包括的な子育て支援を提供する施設

を誘導施設として設定します。 

福祉機能 

・居住サービスや地域密着型サービスなどの施設については、多くの市民が居住す

る地域にバランスよく立地している方が望ましいため、誘導施設として設定しま

せん。 

・市域全体を対象とした、高齢者の健康や就労など、生活に関わる様々な相談窓口

となる施設や、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの活動拠点となる

施設を誘導施設として設定します。 

教育機能 

・施設数の多くを占める小中学校については、多くの市民が居住する地域にバラン

スよく立地している方が望ましく、また高等教育施設については、概ね既存施設

が都市機能誘導区域内もしくは居住誘導区域内にあることから、誘導施設として

設定しません。 

文教機能 

・公民館や学習等供用施設などについては、多くの市民が居住する地域にバランス

よく立地している方が望ましいため、誘導施設として設定しません。 

・市域全体を対象とした、教育・文化のサービス拠点となる施設や、市民の交流拠

点となる施設を誘導施設として設定します。 

行政機能 
・市役所や支所などの施設については、市内にバランスよく配置されているため、

誘導施設として設定しません。 

金融機能 
・金融機関や郵便局などの施設については、多くの市民が居住する地域にバランス

よく立地している方が望ましいため、誘導施設として設定しません。 

 

（５）誘導施設の設定 

前項の誘導施設の設定方針を踏まえ、都市機能誘導区域（江南駅周辺及び布袋駅周辺）の誘

導施設を以下のとおり設定します。 

機 能 誘 導 施 設 

商業機能 床面積の合計が 3,000 ㎡以上の商業施設 

子育て機能 市域全体を対象とした子育て総合支援センター 

文教機能 市域全体を対象とした中央図書館、市域全体を対象とした多分野交流センター 

福祉機能 
市域全体を対象とした高齢者の生活・就業・健康などの相談窓口や活動の拠点等と

なる総合福祉センター 
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４ 届出制度の内容 

都市機能誘導区域の外側の区域において、立地適正化計画に記載された誘導施設を有する建築

物の建築目的の開発行為、誘導施設を有する建築物の新築・改築または用途変更を行う場合は、

原則として開発行為等に着手する 30 日前までに市町村長への届出が義務づけられています。 

また、都市機能誘導区域内において、誘導施設を休止または廃止しようとする場合においても、

誘導施設を休止または廃止しようとする日の 30 日前までに市町村長への届出が義務づけられて

います。 

【届出が必要な場合】 

●都市機能誘導区域外で、以下の行為を行おうとする場合 

 

 

 

 

●都市機能誘導区域内で、誘導施設を休止又は廃止しようとする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出必要

立地適正化計画区域（江南市全域）  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域 

届出必要

届出不要 

 誘導施設を有する建築物の

建築目的の開発行為を行お

うとする場合 

○開発行為 

 

○建築等行為 

（誘導施設の建築） 

（誘導施設の建築） 

（誘導施設の建築） 

■届出対象行為のイメージ 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

（誘導施設の休止・廃止）

届出必要 


